
大阪府福祉医療助成の患者負担増に反対し、制度の拡充を求める意見書 

 

 大阪府では福祉医療費助成制度に関する研究会の報告書に基づく患者負担の引き上

げが検討されている。現行では、１回の通院につき５００円以内の患者負担で医療が受

けられるが、見直し案では新たに調剤薬局でも患者負担（上限５００円）が必要になり、

１回の通院における負担が最大２倍となる。また、月額上限も引き上げられ、１医療機

関あたり１千円の上限は撤廃される。これでは、受診が必要な人ほど負担が何倍にも増

えることになる。 

 １０月１１日、大阪府が発表した「大阪府子どもの生活に関する実態調査」の結果で

は、経済的な理由で子どもを医療機関に受診させられなかった経験があると答えた保護

者は１．８％にのぼった。また、府内母子家庭の約半数は総収入が「１５０万円未満」

（平成２６年実施「第３次大阪府ひとり親家庭等自立促進計画に係るアンケート調査」）

といった経済状況であり、ダブル・トリプルワークを余儀なくされるという苦しい生活

実態だ。 

 今回の見直しは、国による患者負担引き上げの中で、さらに府民に追い打ちをかける

ものである。全ての子ども・府民が安心して医療機関を受診できるよう、制度の拡充こ

そが今求められている。 

 よって、高石市議会は大阪府に対し、以下のことを要望する。 

 

記 

 

１．生活を直撃し受診の権利を奪う大阪府福祉医療費助成制度の患者負担の引き上げは、

絶対に行わないこと。 

 

２．貧困・格差問題が深刻化している中、６５歳以上の対象外しはやめ、助成制度を抜

本的に拡大・拡充すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２８年１２月７日 

 

高 石 市 議 会 


